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は　じ　め　に

奈良県の施設野菜の主な品目はイチゴ，ナス，トマト，
ホウレンソウ等である。ここでは，これら品目に対する
奈良県での防除指導状況などを紹介する。
なお，本文中の薬剤名の後の（　）内の英数字は

FRAC，IRACの農薬有効成分の作用機構分類表のコー
ドである（日本植物防疫協会，2013）。

I　病　　　害

 1 イチゴ
（ 1） イチゴ炭疸病
イチゴ炭疸病は Glomerella cingulataにより引き起こ
される病害である。育苗では，5月下旬以降から 9月中
旬に発生し，小葉，葉柄，ランナー等あらゆる部位に感
染し，最終的には枯死する。本圃では，9月中旬の定植
から 10月中旬のハウス被覆にかけて萎凋症状による枯
死株が発生する。植え替えによる労力負担だけでなく，
高収益を得られる年内収量に影響が出るため，経営的な
被害も大きい。
本菌は潜在感染することが知られており，発病株周辺
の株では外見上健全であっても感染している場合が多
い。このような株を定植すると，被害を増加させてしま
う。そのため，育苗期に発病の有無をよく観察し，発病
している場合には発病株とその周辺株は使用しないこと
が重要である。潜在感染株の検定方法としては，選択培
地（岡山，2008），エタノール噴霧法（ISHIKAWA, 2003），
PCR（鈴木ら，2012）等が報告されており，これら手法
を活用すれば，汚染株除去に有効である。奈良県では，
原種圃場において PCR検定による潜在感染株の除去を
実施しており，これによって生産者圃場での被害が大き
く減少した。

潜在感染株や発病株からは主に雨滴により分生子が飛
散し，被害を拡大する（稲田ら，2011）。そのため，育
苗期には雨よけや，底面給水，点滴灌水等が発生軽減に
有効であり，積極的に導入したい（石川，2004）。感染
すると防除が困難となるため，薬剤防除では，保護剤を
中心とした防除を心掛ける。育苗期には，防除効果の高
いマンゼブ水和剤（M3），プロピネブ水和剤（M3）を
用いる。発病が見られた場合は発病株とその周辺株を抜
き取り，ジエトフェンカルブ・チオファネートメチル水
和剤（B2，B1）を散布する。定植後に本病が発生した
場合には発病株を除去し，フルジオキソニル水和剤
（12），シメコナゾール水和剤（3）の散布によって二次
感染を予防する。本県ではべノミル水和剤（1），QoI剤
に対する耐性菌が広く発生しているため，本病に対し
て，当剤の使用は控えている（平山，2009）。
（ 2） イチゴうどんこ病
イチゴうどんこ病は，Sphaerotheca aphanisにより引
き起こされる。育苗期後半（7～ 9月）では高温のため
一時的に発生が抑えられているが，定植後に気温が低下
すると再び発生することが多い。多発状態にならない限
りは葉の裏面でのみ白い粉状の菌叢が確認される。その
ため，初期発生を確認するには葉をめくっての観察が必
要となる。育苗期の薬剤防除は，本圃での被害を抑える
ために重要である（中野ら，1993）。その際，葉裏に薬
液が十分に付着することが効果的な防除のポイントとな
る（TANIGAWA et al., 1993）。定植後は，葉での発病が多い
と果実での被害が大きくなるため，葉が込み合うまでの
初期防除が重要である（稲田ら，2008）。さらに 10月中
旬のハウス被覆後に新葉や花梗を中心に急速に拡大する
ので，古葉を除去して薬液がかかりやすいようにして，
発生前の予防散布を心がける。発生後の薬剤防除は散布
間隔を短くして，DMI剤や QoI剤等の治療剤を中心に
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散布する。ただし，これらの薬剤は耐性菌の出現や感受
性の低下が報告されており（中野ら，1992；神頭ら，
1999；TAKAHASHI et al., 2006），防除効果が低下している
場合には他系統薬剤を使用する。
また，薬剤以外の防除も行われている。紫外光（UV―

B）による抵抗性誘導を利用した手法（KANTO et al., 

2009；松浦ら，2012）については，紫外光照射装置が製
品化され，現場に導入されている。温湯浸漬法について
は，苗を 45℃の温湯に 3分間つけることで本圃への持
ち込みを防ぐことができる（小板橋ら，2002）。
（ 3） イチゴ灰色かび病
イチゴ灰色カビ病は Botrytis cinereaにより引き起こ

される病害である。本菌の生育適温は低く，1月下旬か
ら 3月にかけて雨が続き，ハウス湿度が高くなると多発
生する。ハウス内および周辺の排水対策と全面マルチ等
によってハウス内湿度を低下させるとともに発病した残
渣をハウス外に持ち出し処分することが大切である（XU 

et al., 2010）。薬剤防除では，同一系統薬剤の連用は避け，
プロシミドン水和剤（2），イプロジオン水和剤（2），メ
パニピリム水和剤（9）で予防散布を行う。花は若い果
実よりも灰色かび病菌に対して感受性が高いため，薬剤
散布は開花最盛期に行うのがよい（MER TELEY et al., 

2002）。QoI剤やベンゾイミダゾール系薬剤（阿久津，
1990；ISHII et al., 2009）では耐性菌が報告されているた
め，効果に疑問を持った際は他系統薬剤に切り替える。

 2 ナス
（ 1） ナスすすかび病
近年，本県の施設栽培で最も発生の多い病害である。
本病はMycovellosiella nattrassiiが病原菌であり，発生は
気温が上昇し，ハウス内湿度が上がりやすい 3月以降に
多い。本病は感染後発病するまでの潜伏期間が長く，初
発生時にまず 1～数個の一次病斑が形成され，20～
30日の停滞期間を経た後に数十個の二次病斑が見られ
るようになる（山口，2003）。葉齢が進んだ葉で病徴が
確認されやすいのは，二次病斑が生じるまでに時間がか
かるためである。発生拡大後は薬剤による防除効果が劣
るため，育苗期や定植直後からの予防を徹底する。耐性
菌の発生を防ぐためにも保護殺菌剤を中心とした防除が
有効である（山口ら，2005）。発生後はトリフルミゾー
ル水和剤（3），イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤
（M7），TPN（M5）水和剤等の薬剤を散布する。葉裏に
薬液がかかりやすくなるように株間を広めにとり，整
枝・剪定をしっかり行ったうえでていねいに薬剤散布す
ることも重要である。ただし，QoI剤，トリフルミゾー
ル耐性菌や SDHI剤低感受性菌が確認されているため，

効果に疑問を持った際は他系統薬剤に切り替える（矢野
ら，2003；畔栁ら，2013；岡田ら，2013）。植物残渣や
ビニル等の施設資材に付着した菌が次作の伝染源になる
（山口，2000）。
（ 2） ナス青枯病
ナス青枯病は Ralstonia solanacearumが病原細菌であ
る。施設栽培では，地温の高くなる 5月以降に発生が見
られる。半促成栽培で利用される台木は青枯病抵抗性よ
りも低温伸長性が優先されることが多い。このため防除
は台木に頼りきらず，夏期の太陽熱消毒をしっかり行う
とともに，病原菌の水による伝播を防ぐため排水対策を
徹底する。地上部の剪定作業で汚染株から被害が拡大す
ることも知られており（伊達，1992），ハサミを次亜塩
素酸カルシウム液に漬けたり，バーナーにより熱消毒す
ることで伝染を抑えることができる。

 3 トマト
（ 1） トマト葉かび病
湿度が高くなる施設栽培では，トマト葉かび病の発生

が目立つ。病原菌は Fulvia fulvaである。過繁茂と多湿
を避け，発病を助長する肥料切れに注意する。薬剤防除
は，下葉での初発を見逃さず，アゾキシストロビン水和
剤（11），ペンチオピラド水和剤（7），フェナリモル水
和剤（3）等で発生初期の防除を徹底する。QoI剤，ト
リフルミゾール水和剤（3）に対する耐性菌が確認され
ており，使用の際には注意が必要である（渡辺ら，
2009；渡辺ら，2010）。薬剤防除以外では，葉かび病抵
抗性遺伝子が導入されている品種も多く，活用すること
を推奨する。抵抗性遺伝子は，病原菌から分泌される
AVR遺伝子産物を認識することで病原菌の侵入を感知
し，一連の防御反応を誘導する。ただし，AVR遺伝子
には多様な変異や欠失が生じるため，抵抗性が打破され
る可能性がある（窪田，2009）。
（ 2） トマト黄化葉巻病
トマト黄化葉巻病の病原ウイルスである Tomato 

Yellow Leaf Curl Virusはタバココナジラミにより媒介さ
れる。奈良県内では 2008年に黄化葉巻病の発生が初め
て確認されたが，その後深刻な被害は見られていない。
冬の全期間を加温する促成栽培が少なく，春先から加温
栽培を始める半促成栽培が中心であるため，保毒虫の越
冬数が少ないことが一要因と考えている。
対策として，育苗期からのタバココナジラミ防除が必

要である。殺虫剤による防除に加えて，栽培終了後のハ
ウス蒸し込み，防虫ネットによる侵入防止を併せて行う
ことが有効である。タバココナジラミについて，ネオニ
コチノイド系薬剤，ピリプロキシフェン（7C）に対す
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る抵抗性が発達しているバイオタイプ Qが全国的に発
生しているため，薬剤の選択に注意が必要である（本多，
2010）。

 4 ホウレンソウ
（ 1） ホウレンソウべと病
秋から春にかけての施設栽培で特に注意したいのが，
ホウレンソウべと病である。Peronospora farinosaによ
り引き起こされる。対策として，は種時にメタラキシル
粒剤（4）を全面土壌混和処理し，その後も薬剤による
予防が必要である。べと病の登録薬剤は少ないが，予防
にはアミスルブロム水和剤（21），シアゾファミド水和
剤（21），マンジプロパミド水和剤（40），発生初期には
シアゾファミド水和剤（21）を散布する。また，軟弱徒
長気味で生育すると発生しやすいので，肥培管理にも注
意する。ハウス内湿度が高くなると激発することがある
ため，気温が高くなる春先の晴天時にはハウスのサイド
を開放し忘れないことも重要である。多発圃場では，発
病株の処分などの耕種的防除対策を徹底したうえで，抵
抗性品種を利用することが必要である。

II　虫　　　害

 1 イチゴ
促成イチゴ栽培の病害虫防除のポイントは，苗による
本圃への病害虫の持込みをなくすことである。しかし，
イチゴの育苗方法の変化が，この実現を難しくしてい
る。例えば，雨よけ施設でのポット育苗の苗はおがくず
ベンチでの無仮植育苗に比べ，苗が混み合わないので葉
柄が短い。さらに，育苗後半にはポット数が多くなり，
葉裏に薬液を十分に付着させるのが難しい。このため，
育苗期間中に発生したハダニ類やアブラムシ類等を防除
しきれずに本圃に持ち込むことになる。本圃定植後もポ
ット苗は活着がよく，定植時の葉が長期間残存し，葉枚
数が減少する時期がない。これらの点を踏まえて，育苗
前半からのていねいな防除に努める必要がある。
（ 1） ワタアブラムシ
数年前に宮崎県や大分県からネオニコチノイド系殺虫
剤に感受性が低下した個体群が報告された（松浦・中
村，2013；岡崎，2013）。その後，和歌山県等からも同
様の報告が有り（岡本ら，2014），その分布は徐々に広
がっている。また，奈良県内のイチゴ生産者からも「か
つての高い効果が失われているのではないか」という疑
問の声を聞く機会が増加している。
ネオニコチノイド系殺虫剤はその高い防除効果と，燻
煙剤もあり剤型が多岐にわたることから，農業現場での
使いやすさが評価され，生産者に支持されてきた。この

ため，直ちにネオニコチノイド系殺虫剤の使用を控える
ことは難しいと考えられる。前述のネオニコチノイド系
殺虫剤に感受性が低下した個体群でも，すべてのネオニ
コチノイド系殺虫剤が同様に効力低下しているわけでは
ない。現場指導時には，感受性検定を行い，効果を確認
することが望ましい。検定が困難な場合には，生産者の
効果に対する疑問の声もよく聞き，作用機作の異なるフ
ロニカミド水和剤（9 c）やピリフルキナゾン水和剤
（UN）等を勧めている。
（ 2） ハダニ類
促成イチゴ栽培では，カンザワハダニとナミハダニ黄
緑型が問題となる。育苗期にはカンザワハダニが目立つ
が，本圃で問題になるのはほとんどがナミハダニ黄緑型
である。この原因の一つは各種殺ダニ剤に対する感受性
の違いと考えられる。
奈良県では約 20年前からリーフディスク法による簡
易薬剤感受性検定を実施してきた。2014年の春の検定
で，県内の主要イチゴ産地でミトコンドリア電子伝達系
複合体 II阻害剤（25）に対し感受性が低下したナミハ
ダニ黄緑型の個体群が拡大していることが明らかになっ
た。また，一部ではあるが，ビフェナゼート水和剤（UN）
やミルベメクチン乳剤（6），エマメクチン安息香酸塩乳
剤（6）に対する感受性が低下した個体群も確認された。
現在，奈良県の促成イチゴ栽培で使用されている主な殺
ダニ剤は，ビフェナゼート水和剤（UN），ミルベメクチ
ン水和剤（6），エマメクチン安息香酸塩乳剤（6），シエ
ノピラフェン水和剤（25）である。すでに薬剤の輪用が
難しい状態にあるが，これらの薬剤に感受性が低下した
個体群が拡大すると，促成イチゴ栽培における殺ダニ剤
の抵抗性管理に著しい支障を来すことになると予測され
る。
このため，育苗期の殺ダニ剤使用に関して特に注意を

払う必要がある。効果の高い殺ダニ剤は本圃での防除の
基幹となるので，育苗期間中は極力使用しない。代わり
に気門封鎖剤を活用する方法を指導している。1回の散
布では高い効果は得られないが，2～ 3回の連続散布を
行うことで，密度を低下させることができる。散布時に
は葉裏への薬液付着を意識する。具体的には動力噴霧機
の散布圧を低くし，ノズルを下から上向きに吹き上げる
ように動かす。散布圧を高くしても，茎葉が一方向に傾
くだけで均一な付着は期待できない。また，高設栽培で
は，取り回しやすい短い散布竿を勧めている。
さらに，天敵製剤のチリカブリダニやミヤコカブリダ
ニの利用を積極的に進めていく必要がある。既に本圃で
幅広く利用されている府県もある（宮田，2007）。ただ，
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現状の放飼体系では放飼前にミルベメクチン水和剤（6），
ビフェナゼート水和剤（UN）やシエノピラフェン水和
剤（25）で防除を行ってハダニ密度を低下させている。
これらの薬剤が期待される効果を維持できるかどうかと
いう段階に来ており，生物的防除も薬剤抵抗性問題から
逃れられない状況にある。また，天敵製剤の育苗期間中
の利用も積極的に進める段階に来ている。天敵製剤は施
設での使用に制限されるため，すべての育苗方法で利用
できるわけではないが，利用可能な場合は地域に応じた
使用方法を早急に確立させることが望ましい。
（ 3） その他
ワタアブラムシやハダニ類以外には，定植後のハスモ
ンヨトウなどによる食害や，3月以降に施設側面を開放
した後のヒラズハナアザミウマなどの飛び込みによる幼
果食害などが問題となる。ハスモンヨトウ対策としては
施設開口部にネット被覆するなどの準備をしておく。ま
た，アザミウマ類に対しては光反射資材を施設周辺に設
置するなどの対策も有効である。

 2 ナス
栽培が長期間にわたるナスは，発生する害虫の種類も
多い。ここでは，主な害虫のタバココナジラミ類とミナ
ミキイロアザミウマについて取り上げる。両種ともに薬
剤感受性の低下が著しく，薬剤防除が困難な状況にあ
る。
まず，タバココナジラミ類については，奈良県では薬
剤による防除でもある程度の密度抑制は可能である。タ
バココナジラミ類については，定植時にジノテフラン粒
剤（4A）を処理する。散布剤ではジノテフラン水和剤
（4A），ニテンピラム水和剤（4A），フロニカミド水和剤
（9 c）等を用いている。しかし，長期的には高知県など
で取り組まれているタバコカスミカメを活用した防除
（中石，2014）など，天敵を活用した生物的防除への展
開が不可欠と考えられる。
一方，ミナミキイロアザミウマでは，数年前から殺虫
剤感受性の低下が深刻である（井口，2012；井村ら，
2013；浜崎ら，2014）。これらの報告では，イミダクロ
プリド水和剤（4A）やアセタミプリド水和剤（4A）と
いったネオニコチノイド系剤とクロルフェナピル水和剤
（13），スピノサド水和剤（5）等で効果の低下が確認さ
れている。比較的効果が安定しているエマメクチン安息
香酸塩乳剤（6）とピリダリル水和剤（UN）を軸とした
防除体系とせざるを得ない。トルフェンピラド乳剤
（21A）は地域によっては感受性が異なるので，殺虫剤

の効果に疑問を感じた場合は，普及指導員や病害虫防除
所等に相談するように呼びかけている。
このような厳しい薬剤感受性低下に直面しているた

め，ナスに限らず，施設野菜類ではスワルスキーカブリ
ダニの利用が進むと考えられる。既に隣接する大阪府で
は半促成栽培での利用が拡大しており（上田，2011），
西日本を中心に普及していくと見込まれる。また，メタ
リジウム粒剤など施設で利用できる生物防除資材も拡大
しており（柴尾ら，2013），これらの生物防除資材を軸
とした防除体系を安定して実践していく研究が進められ
ていくだろう。
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